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1, はじめに 

現在，土砂災害防止法1)に基づき，全国的に土砂災害警戒

区域等が指定され，対策（例えば、急傾斜地崩壊対策事業）

を要す箇所が把握された．これを受け，今後，更なる構造

物による対策が望まれる．しかしながら，斜面と家屋が隣

接し，従来の対策工2)では施工が困難であると考えられる箇

所も多く存在している．特に，近年では，斜面内における

一般的な小型擁壁等は，構造上の安定性より設置が望まれ

ていない3)．一方，土砂移動は流水による影響の有無によっ

て分類4)される（例えば，斜面崩壊等のブロック状での運動

形態や土石流）．なお，現在の土砂災害防止法における土

砂災害特別警戒区域の設定は，完全に土塊が飽和し，土石

流化した状態5)を想定している．また，これらの土砂移動に

よる崩土衝撃力に対して，これまでの被災実態調査結果よ

り，従来のコンクリートによる待ち受け式擁壁等は外力に

対して有効であると指摘されている2)． 

このような背景の中，近年，落石防護柵等を発展させた

鋼材による崩壊土砂対策工が多数提案6)され，これまで施工

が困難であった箇所においても対策が可能となった．なお，

これらの構造の土砂捕捉部は網目で構成されているため透

過性において有利であり，日常的な無害の土砂を通過させ

ることが可能である．ただし，土石流化した土砂礫に関し

て，格子間隔の2分の1から3分の1未満の径の礫は，大径礫

や流木等による閉塞がない場合，透過部をそのまま通過し

て下流へ多量に土砂流出することが懸念される7)．なお，急

傾斜地崩壊対策事業は一般的な公共事業と異なり，保全対

象人家が事業の一部を支払う受益者負担により事業化され

るため，一般的に日常的な土砂流出（例えば，図-1）に対

しても，土砂流出防止効果を考慮する必要がある． 

 そこで，これまでの対策事例（例えば，老朽化した既設

石積み擁壁に配慮した急傾斜地崩壊対策工事: 図-2）等を参

考に，複数の技術を組み合わせることにより，様々な機能

や効果が期待できると考えられる対策工を以降に提案する． 

2, 細粒土砂抜け出しや施工性に配慮した複合待受け

式擁壁工の提案 

本研究において，従来のコンクリートによる待ち受け式

擁壁と，鋼材による柵工，斜面内における基礎補強土して

一般的に採用されている網状鉄筋挿入工8)とを複合的に組み

合わせて提案する対策工を図-3，その特徴を表-1に示す．

図-3及び表-1に示されるとおり，従来のコンクリート擁壁

部を有するため，崩土衝撃力に対しても優位であると考え

られるとともに，細粒土砂の捕捉に対しても有効である．

一方，従来のコンクリートによる対策工（重力式擁壁）に

対して構造物形状の縮小化を図るため，後続の土砂捕捉を

目的に，捕捉部上部において鋼材柵を用いている．さらに，

斜面内においても構造物の安定化を図るため，網状鉄筋挿 

 

図-1 一般的な細粒土砂の流出氾濫及び堆積による被害事例 

 

図-2 網状鉄筋挿入工を活用した急傾斜地崩壊対策工の既往事例 
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図-3 提案する複合的な待受け式擁壁（マルチプル・ハイブリッド・

ウォール：MHウォール）工法の概要図 

表-1 MHウォール工法の特徴 

機能・特徴 説 明 

細粒土砂の捕捉 
捕捉構造部の下部において不透過型(コン

クリート擁壁)構造を採用するため、確実

に細粒土砂を捕捉することが可能である 
崩土衝撃に対する

構造の安定化 
既往の知見より、崩土衝撃に対して優位

なコンクリート擁壁構造を採用している 

用地制約の軽減 
網状鉄筋挿入工部は仮想壁体として期待

できるため、斜面内に設置が可能である 

施工性の向上 
網状鉄筋挿入工に関して、一般的な鉄筋

挿入工の機械・足場工で代用可能である 

景観配慮 
捕捉構造部の上部に崩土衝撃対応の柵を

用いるため施工規模の縮小化が図れる。 

 

入工による土中部での仮想構造体の形成を期待している． 

 本構造の施工概要を図-4に示す．図-4に示されるとおり，

基礎地盤補強のための網状鉄筋挿入工は，従来の一般的な

鉄筋挿入工で使用する削孔機械等と同じ規模で施工が可能

であるため，比較的に小規模な足場架設で代用できる．ま

た，捕捉部上部において用いる鋼材による柵工については，

その他で一般的に提案されている工法でも代替可能である

と考えられる．なお，本対策構造物の下面における未対策

の残斜面については，雨水等の表面流による侵食防止機能

を兼ねた景観性に優れた化粧工の設置が望まれる．また，

維持管理に関して，捕捉部下部の不透過部背面における土

砂については撤去して空間を確保しておく必要があるため，

維持管理の効率化より水抜きパイプ等の設置が望まれる． 

 本稿では紙面の関係より詳細には示さないが，日常的な

細粒土砂の流出が懸念される鋼材のみを用いたこれまでの

対策工法と経済性（ただし，仮設費等を含む初期建設費）

について比較したところ，顕著な差が確認されなかった． 

なお，今後，更なる施工方法や構造の合理化（例えば，施

工機械のユニット化）によるコスト縮減が望まれる． 

 

図-4 提案するMHウォール工法の施工概要図 
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